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自治体 教室の設置 人の配置 その他
群馬県大泉町 日本語学級の設置 ・日本語学級担当の加配教員
・日本語指導助手（バイリンガ
ル）【町費負担】
・１校当たり日本語学級の加配教
員が１～３名、日本語指導助手
が１～２名配置
群馬県太田市 市内を８ブロックにわけ、
ブロック内の２～４校に
国際教室を設置
・国際教室の加配教員
・日本語指導助手13名・バイリン
ガル教員８名【市の予算】
・市内の11の小学校と５つの中学
校を「集中校」と位置づけ、外
国人児童生徒教育の拠点とした
・学区外の集中校への転入が可能
・希望者に夏休み中、土曜日の補
習授業
・希望者に就学前の幼児にプリス
クール／保護者向けアダルトス
クール
愛知県豊橋市 国際学級の設置 ・指導協力者・教育相談員の派遣
・外国人教育相談員による巡回指
導【市の嘱託職員】
・外国籍児童生徒の指導検討委員
会の設置
・外国籍児童生徒の指導者研修会
・外国籍児童生徒の指導マニュア
ルの作成
・「外国人教育資料」HPの開設
静岡県浜松市 日本語指導教室 ・取り出し授業担当の加配教員
・「支援員（常駐）」「サポーター
（巡回）」（両者ともバイリンガ
ル）【市の非常勤職員】
・母語教室（土曜日に開設）
・希望者は日本語能力によって１
つ下の学年に編入可能
（小内，2009，p6-14を元に筆者作成）
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りやすさと学び方・考え方の多様性を射程に入れた
新しい教育実践を作り上げる〈主
イニシエーター
導者〉の役割があ
ることを指摘している（結城，2002）。
５．外国人集住地域の学校に資する研究の方
向性
本稿でとりあげた研究の射程と関連キーワードを
表３にまとめた。
表３から、外国人集住地域の学校に関する研究
が、様々なレベルで蓄積されていること、研究射程
が広範であることがわかる。
ここまで、外国人集住地域の学校に関する研究
を、学校、地域、国のレベルに分けて概観してき
た。そこから、外国人集住地域の学校に資する研究
研究の方向性として、以下の５つをあげる。
第一は、学校の教育実践と子ども間の交流の量や
質の関連を検討する研究である。教育実践として、
これまで積み重ねられてきた国際理解教育や総合的
な学習の時間の実践に加えて、新藤ら（2009）の調
査に見られた「好きな授業」の有無が、交流実態や
交流希望を規定することから、通常の授業の、どの
ような教育実践が子ども間の交流を活発にするのか
という研究が求められる。
さらに、学校の組織的教育実践という視点も重要
である。学校の組織的教育実践が、在籍する子ども
たちの交流をどのように活性化するのかを関連づけ
て検討する研究が求められる。通常の授業実践、学
校の組織的教育実践への着目は、日本語指導担当及
び外国人児童生徒を担任する教師の負担の軽減につ
ながると考えられる。
第二の方向性は、外国人の親と学校のディスコ
ミュニケーションを解消するための研究である。古
久保（2002）が指摘するように、外国人児童生徒へ
の教育をめぐる問題の最深部には、外国人の親と教
師がコミュニケートできていないという問題がある
と考えられるからである。これは、古久保（2002）
の指摘から現在まで解消されていない。外国人の親
の労働環境から、コミュニケーションの時間を確保
することが難しいとの指摘もある。しかし、そのよ
うな言語的、時間的な制限を越えて、両者がコミュ
表３　外国人集住地域の学校に関する研究の射程とキーワード
研究の射程 関連キーワード
?????
外国人児童生徒 日本人児童との交流の実態と意識・親への影響
日本語習得　学校適応感　学業達成
進路意識　　進路選択　　帰国希望
不就学
日本人児童生徒 外国人児童との交流の実態と意識・親への影響
学校適応感
外国人児童生徒の親 日本人との交流の実態と意識・子からの影響
帰国希望
日本人児童生徒の親 外国人との交流の実態と意識・子からの影響
教師・補助教員
国際理解教育 　
校内の取り組み 日本語学級運営委員会　時間割　
学校文化
特別支援学級 外国人児童生徒の在籍率
外国人児童の発達アセスメント
?? 外国人の子どもの家族 教育戦略　　社会・文化的文脈
日本人住民 共生意識　　セグリゲート化
自治体の教育支援
国
教員養成
教育課程 「特別な教育課程」の編成
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ニケーションをとりやすくなる方法を検討し提案す
ることは、教師の負担感の軽減と外国人の親の不安
の減少につながると思われる。
第三の方向性は、外国人児童生徒が多数在籍する
日本の学校の変化を捉える研究である。恒吉（1996）
が指摘したような日本の学校文化の「一斉共同体主
義」に変化は見られないのだろうか。多数の外国人
児童生徒が在籍する日本の学校を対象として、新し
い学校文化を捉える視点が求められる。同時に、ど
のような学校で新しい学校文化は生み出されるのか
という視点も重要である。
第四の方向性は、自治体のきめ細かな教育支援と
住民のセグリゲーション傾向のギャップをうめる研
究である。外国人集住地域を抱える自治体は、それ
ぞれ独自の教育支援を行っている。しかし、そのよ
うな教育支援の目的、効果は住民に共有されている
とは言い難い。そこで、外国人集住地域の学校での
活動内容、教育支援の実際を広く周知するなど、そ
のギャップを埋めていく研究が求められる。地域の
理解がなければ、学校は成立しないからである。
第五の方向性は、国の施策、教員養成など、より
大きな教育構造の検討である。学校は、教育構造の
影響を直接的、間接的に受けるからである。海外と
の教育構造の比較研究が考えられる。
本稿では、外国人集住地域の学校に関する日本の
研究を概観してきた。日本に先行して、移民を受け
入れてきた海外の研究について整理し日本の学校へ
の示唆を得ることが今後の課題である。
注釈
１） 2016年度の学校基本調査及び日本語指導が必要な児
童生徒の受け入れ状況等に関する調査における小・
中学校数を元に、筆者が算出。
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